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４－２－７ 活用した支援・制度、二次的被害状況、充実を望む施策 

 

【要旨】 

事件後に受けた／使った支援・制度としては、休暇の取得等職場における配慮、加害者

に関する情報の提供、事件発生直後からの付添い等の割合が高い。被害類型別には、殺人・

傷害等では加害者情報の提供、交通事故では休暇の取得等職場における配慮、性犯罪では

身辺警戒やパトロール等による身の安全の確保がそれぞれ高い割合を占めている。利用し

た上で満足度が低いものは、加害者情報の提供や冒頭陳述の内容を記載した書面の交付、

公判記録の閲覧・コピー等、相談に関するもの（相談・カウンセリング、被害者ホットラ

インによる相談や問い合わせ、犯罪被害者支援窓口における相談等）で多い。 

二次的被害については、事件後、加害者関係者から傷つけられたという回答が最も多く、

次いで報道関係者、同じ職場・学校に通っている人、自治体職員となっている。被害類型

別には、性犯罪、殺人・傷害等の被害者が二次的被害を受ける割合が高い傾向もうかがえ

る。 

 今後、実現・充実させていくことが望ましいと思う施策としては、民事損害賠償請求へ

の援助、犯罪被害者等に対する情報提供の拡充、犯罪被害等に対する給付制度の充実等が

挙げられた。 

 

 

(１)活用した支援施策（Web 調査_問 17） 

被害者（Web）全体では、「休暇の取得など職場における配慮」（13%）、「加害者に関する

情報（捜査、検挙、処分状況）の提供（被害者連絡制度）」（13%）、「事件発生直後からの付

添い（各種捜査手続における補助、自宅への送迎、家族への連絡、病院への付添い等）」（13%）

の割合が比較的高い（図表４－７１）。 

活用した支援の満足度をみると、満足度の低いものは「加害者に関する情報の提供」、「冒

頭陳述の内容を記載した書面の交付」、「公判記録の閲覧・コピー」等と、「相談・カウンセ

リング」、「「被害者ホットライン」による相談や問い合わせ」、「「犯罪被害者支援窓口」に

おける相談」等の相談に関するものに多いことがわかる（図表４－７２）。 
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図表 ４－７１ 事件後に受けた支援・使った制度 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

事件発生直後からの付添い (83)

「被害者の手引」による各種支援内容や

刑事手続に関する情報提供 (35)

加害者に関する情報の提供 (83)

地域警察官による被害者訪問・連絡活動 (26)

相談・カウンセリング (50)

犯罪被害者給付制度 (14)

身辺警戒やパトロール等による身の安全の確保 (36)

「被害者支援員」による法廷への付き添いや

各種手続きの補助 (4)

「被害者ホットライン」による相談や問い合わせ (17)

公判期日、裁判結果等に関する情報提供 (34)

冒頭陳述の内容を記載した書面の交付 (14)

刑事裁判における意見陳述等 (17)

優先的に裁判を傍聴できる制度 (9)

証人尋問でのビデオリンク・遮へい措置 (3)

公判記録の閲覧・コピー（確定後も含む） (13)

刑事和解制度 (3)

民事損害賠償請求制度（民事訴訟） (9)

ＡＤＲ（仲裁、調停、和解あっせん） (3)

捜査や裁判に関する手続や制度の紹介 (5)

関係機関・団体の紹介 (11)

被害者支援に精通している弁護士の紹介 (11)

民事法律扶助（弁護費用等の援助） (9)

「犯罪被害者支援窓口」における相談 (32)

犯罪被害者等のための「総合的対応窓口」における相談 (21)

社会福祉制度（障害者福祉、生活保護等） (10)

公営住宅への優先入居 (3)

ハローワークによる就労支援 (22)

医療保険制度（健康保険、国民健康保険等） (45)

スクールカウンセラーや教職員による心のケア・転校などの配慮 (16)

休暇の取得など職場における配慮 (87)

電話やFAX、面接、メール等による相談 (27)

家事や家族の世話、育児などの支援 (12)

関係機関・団体の紹介 (13)

警察、病院、公判への付き添い (4)

司法制度や行政手続の説明、手続補助 (5)

自助グループへの参加 (3)

何も受けていない・使っていない (355)
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図表 ４－７２ 施策の満足度 

満足しな

かった

あまり満足

しなかった

どちらとも

いえない

やや

満足した
満足した

事件発生直後からの付き添い(n=83) 8.4% 19.3% 34.9% 25.3% 12.0%

「被害者の手引」による各種支援内容や刑事手続に関する情報提供(n=35) 5.7% 11.4% 51.4% 25.7% 5.7%

事件後から現在までで受けた支援、使った制度加害者に関する情報の提供(n=83) 21.7% 14.5% 33.7% 22.9% 7.2%

地域警察官による被害者訪問・連絡活動(n=26) 23.1% 7.7% 19.2% 42.3% 7.7%

相談・カウンセリング(n=50) 12.0% 24.0% 44.0% 14.0% 6.0%

犯罪被害者給付制度(n=14) 21.4% 14.3% 35.7% 21.4% 7.1%

身辺警戒やパトロール等による身の安全の確保（再被害防止）(n=36) 16.7% 19.4% 33.3% 27.8% 2.8%

「被害者支援員」による法廷への付き添いや各種手続きの補助(n=4) 0.0% 0.0% 25.0% 25.0% 50.0%

「被害者ホットライン」による相談や問い合わせ(n=17) 5.9% 35.3% 17.6% 23.5% 17.6%

公判期日、裁判結果等に関する情報提供（被害者等通知制度）(n=34) 5.9% 8.8% 47.1% 20.6% 17.6%

冒頭陳述の内容を記載した書面の交付(n=14) 0.0% 28.6% 50.0% 14.3% 7.1%

刑事裁判における意見陳述等(n=17) 5.9% 0.0% 47.1% 41.2% 5.9%

優先的に裁判を傍聴できる制度(n=9) 0.0% 0.0% 11.1% 66.7% 22.2%

証人尋問でのビデオリンク・遮へい措置(n=3) 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

公判記録の閲覧・コピー（確定後も含む）(n=13) 46.2% 7.7% 30.8% 7.7% 7.7%

刑事和解制度(n=3) 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

民事損害賠償請求制度（民事訴訟）(n=9) 0.0% 11.1% 55.6% 33.3% 0.0%

AＤＲ（仲裁、調停、和解あっせん）(n=3) 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 33.3%

捜査や裁判に関する手続や制度の紹介(n=5) 0.0% 0.0% 60.0% 20.0% 20.0%

関係機関・団体の紹介(n=11) 0.0% 9.1% 36.4% 54.5% 0.0%

被害者支援に精通している弁護士の紹介(n=11) 9.1% 0.0% 36.4% 36.4% 18.2%

民事法律扶助（弁護費用等の援助）(n=9) 0.0% 22.2% 55.6% 0.0% 22.2%

「犯罪被害者支援窓口」における相談(n=32) 6.3% 21.9% 50.0% 15.6% 6.3%

犯罪被害者等のための「総合的対応窓口」における相談(n=21) 4.8% 19.0% 33.3% 23.8% 19.0%

社会福祉制度（障害者福祉、生活保護等）(n=10) 0.0% 0.0% 70.0% 30.0% 0.0%

公営住宅への優先入居(n=3) 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

ハローワークによる就労支援(n=22) 36.4% 22.7% 31.8% 4.5% 4.5%

医療保険制度（健康保険、国民健康保険等）(n=45) 4.4% 8.9% 51.1% 28.9% 6.7%

スクールカウンセラーや教職員による心のケア・転校などの配慮(n=16) 12.5% 0.0% 25.0% 56.3% 6.3%

休暇の取得など職場における配慮(n=87) 4.6% 10.3% 24.1% 33.3% 27.6%

電話やFAX、面接、メール等による相談(n=27) 11.1% 14.8% 33.3% 29.6% 11.1%

家事や家族の世話、育児などの支援(n=12) 0.0% 25.0% 8.3% 66.7% 0.0%

関係機関・団体の紹介(n=13) 15.4% 0.0% 30.8% 53.8% 0.0%

警察、病院、公判への付き添い(n=4) 0.0% 0.0% 75.0% 25.0% 0.0%

司法制度や行政手続の説明、手続補助(n=5) 0.0% 0.0% 80.0% 0.0% 20.0%

自助グループへの参加(n=3) 0.0% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0%  
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(２)二次的被害（Web 調査_問 19） 

事件後に関わった人々から気持が傷つけられたか否かについて、「傷つけられることが

多かった」割合が最も高いのは｢加害者関係者｣で、次いで報道関係者となっている。また、

｢傷つけられることが多かった｣、｢傷つけられることが少しあった｣の合計では、｢加害者関

係者｣（66%）、｢報道関係者｣（63%）、｢同じ職場、学校等に通っている人｣（49%）、｢自

治体職員｣（47%）という結果である。被害類型別では、サンプル数が少ないため参考値で

あるが、総じて性犯罪被害者と殺人・傷害等の被害者が二次的被害を受けた割合が高い。 

図表 ４－７３ 二次被害の状況 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

加害者関係者

捜査や裁判等を担当する期間の職員

病院等医療機関の職員

自治体職員

民間団体の人

報道関係者

世間の声

近所・地域の人

同じ職場、学校等に通っている人

友人・知人

家族・親族

その他

なかった ほとんどなかった どちらともいえない 少しあった 多かった
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(３)今後充実を望む施策（Web 調査_問 20） 

今後充実を望む施策としては、｢民事損害賠償請求への援助｣（62%）が最も多く、次いで

｢犯罪被害者等に対する情報提供の拡充｣（43%）、｢犯罪被害等に対する給付制度の充実｣

（37%）という結果であった。 

図表 ４－７４ 今後実現・充実が望ましい施策 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

民事損害賠償請求への援助 (405)

刑事裁判・少年審判への参加の機会の拡充 (119)

捜査、公判等の過程における配慮 (166)

犯罪被害者等に対する加害者の情報提供の拡充 (280)

加害者の改善更生 (142)

犯罪被害者等に対する給付制度の充実 (241)

地方自治体における支援体制の充実・強化 (119)

社会保障・福祉制度の充実、利便性の促進 (154)

居住の確保 (63)

居住環境の改善 (32)

雇用の確保 (129)

雇用環境の改善 (103)

司法・行政機関職員の理解・配慮の増進 (61)

高度医療の充実 (105)

PTSD等重度ストレス反応の治療専門家の養成 (180)

14・15以外の犯罪被害者等のための医療体制の整備 (80)

青少年に対する犯罪被害者等に関する教育 (69)

犯罪被害を受けた児童や保護者への相談体制の充実 (96)

支援や制度に関する情報提供 (115)

関係機関・団体相互間の連携強化 (43)

国や地方自治体による民間団体に対する援助の拡充 (84)

民間団体による支援の全国標準の確保 (47)

日常家事や同居家族の世話の補助等申請手続きの補助 (130)

犯罪被害体験を共有し、想いを吐露できる場の紹介 (46)

報道機関からのプライバシーの保護 (150)

国民の理解と配慮・協力を確保するための広報啓発 (49)

その他 (37)

 

 


